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１．はじめに  

山岳トンネルにおける標準部の覆工コンクリートには，設計厚 30cm，設計基準強度 18N/mm2 の現場打ち無

筋コンクリート（以下，従来覆工）が一般的に採用されている．従来覆工は，各種の品質向上対策が行われて

いるが，目地部でのうき・はく離や漏水等の不具合発生は完全に防ぎきれていない．また，狭隘な空間での打

設作業が生じることや脱型まで時間を要する等，品質・安全性・生産性を向上させるには限度がある．それら

課題を解決するため，筆者らは共同で新たな覆工構造としてプレキャスト覆工（以下，PCa 覆工）に着目して

具体の構造を開発中であり 1),2)，（国研）土木研究所との共同研究で PCa 覆工の現場適用に必要となる耐荷性

能等の検証を進めている 3)．本稿では，新設の覆工コンクリートを対象とした PCa 覆工の実用化に向けて取り

組んだ内容について報告する． 

２．プレキャスト化の概要  

(1)仕様・形状 

従来，覆工コンクリートの部材厚さは経験工学的に 30cm 以上に設定されている．PCa 覆工の構造は，ハン

ドリング，掘削断面減少等を考慮して薄肉化を図るために鉄筋コンクリート構造とした．部材厚と圧縮強度は，

M-N破壊包絡線から求め，CⅡや DⅠパターン等の無筋区間は 17cm，40N/mm2，DⅢパターンの有筋区間は 23cm，

40N/mm2 とした．製造場所から運搬可能な形状とするために，PCa 覆工は図-1 に示すように継手を 2 箇所設

けて 3 分割とした．継手位置は左右で位置をずらし，1 リング毎に左右を入れ替えて設置することで千鳥配置

となるようにした． 

PCa 覆工の脚部形状は，図-2 に示すようにレール上を安定走行するための水平なローラ接地面とローラ撤

去後にインバート軸線に直交する面の 2 面構造とした．なお，移動用ローラは PCa 覆工版設置後，受台（H

形鋼）に置き換えるとともに，インバートとの隙間は無収縮モルタルで間詰めする． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)施工方法 

坑外に組立架台を設置し，架台上に 2 リング分の PCa 覆工を組み立てる．その際，リング間の継手位置が 

千鳥配置となるように，組み立て連結する．その後，レール上を運搬して坑内の奥側から順次設置し，PC 鋼
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棒でトンネル軸方向に連結する．その後，一定の区間ごとに PCa 覆工背面に裏込め注入する．この作業を繰

り返すことで覆工コンクリートを完成させる．PCa 覆工の施工手順を図-3 に示す．組立，運搬および設置時

は，坑口部および坑内に切羽作業の重機が通行できる空間を確保しているため，切羽作業と同時進行が可能で

ある．また，運搬に使用する移動用ローラの回収が可能なインバート形状としてコストダウンを図っている． 
 
   

坑口部での 2 リング分の組立  2 リング毎に坑内へ運搬 

   

坑内の奥から順次設置し，PC 鋼棒で接合  背面への裏込め注入 

 

３．試験ヤードでの模擬覆工を用いた施工性の確認試験  

新設の覆工を対象とした PCa 覆工の実用化に向けて，試験ヤードにて模擬覆工を用いた移動・設置試験を

実施した．試験で用いた PCa 覆工の形状は，半径 1,500mm の単心円，厚さ 170mm，長さ 2,000mm とした．実

トンネルでは，PCa 覆工を千鳥配置の 3 分割として計画するが，本試験では覆工製作の関係から脚部 2，上半

部 1 の 3 分割とした．なお，移動に伴う PCa 覆工の変形等による移動用ローラと山形鋼の接触時の摩擦を低

減させるため，移動用ローラの外側に摩擦低減材（ウルトラスライド）を設置した． 

移動用レールの延長は 8,000mm とし，1/2 の 4,000mm は移動用ローラの撤去・仮受材設置等の作業を確認

するために，切欠き部を設けた模擬インバートを設置した．実トンネルでは，PCa 覆工を千鳥配置の 3 分割と

して計画するが，模擬覆工では覆工製作の関係から脚部 2，上半部 1 の 3 分割とした． 

組立架台で PCa 覆工を組み立てた後に，レール上を 6,000mm 牽引して，移動時のスムーズさや移動速度（約

1.5m/min）を確認した．PCa 覆工の移動状況を写真-1，2に示す． 
 
   

 写真-1 PCa 覆工移動状況 写真-2 PCa 覆工の脚部状況 
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PCa 覆工移動後に，模擬インバート部で小型ジャッキによる移動用ローラの撤去および仮受け材への受け替

えを行った．撤去から受け替えまで一連の作業に要する時間は，約 2 分/リングと短時間で実施できることを

確認した．仮受け材への受け替え状況を写真-3 に示す． 

以上より，PCa 覆工の組立・運搬・設置に至る一連の施工方法は，妥当であると考えられた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４．実大覆工の載荷実験  

開発中の PCa 覆工は，3 分割型で継手を 2 箇所配置していることなどから，力学的特性が従来覆工と異なる

ことが考えられた．そこで開発中の PCa 覆工について，実大規模の載荷実験を行い，過去に実施した従来覆

工の実験結果 4)と比較するとともに，継手付近の挙動を確認した． 

(1)PCa 覆工の供試体の概要 

a)基本構造 

本実験で用いた PCa 覆工の供試体は，上述した仕様検討

結果を踏まえ，厚さ 17cm，呼び強度 40N/㎟の鉄筋コンクリ

ート部材とした．供試体の概略図と配筋図を図-4，5 に示す． 

形状は上半部分の想定で半円形とし，分割数は 3 分割とし

た．供試体の脚部は，50mm 短くして空間を設け，設置完了

後に設計基準強度 80N/㎟の無収縮モルタルで間詰めした．

供試体の物性値を従来覆工のものを含めて表-1 に示す．な

お，表中の物性値は別途作成した円柱供試体での強度試験結

果である．一軸圧縮強度と呼び強度の比は，従来覆工が 1.4，

PCa 覆工が 1.6～1.8 であり，PCa 覆工の方が強度比が 0.2～

0.4 程度高い条件であった． 

 

 

 

 

 

 

 

b)継手の構造・位置 

開発中の PCa 覆工の継手は，図-6 に示すとおりボルト接

合であり，ボルトボックスは外面側に設けて内面側から中詰

写真-3 仮受け材への受け替え状況 

表-1 供試体の物性値 

図-6 継手詳細図 

図-5 配筋図 

図-4 供試体概略図（3 分割型 PCa 覆工） 
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めモルタル等がはく落する恐れのない構造としている．ボル

トは M20（強度区分 10.9，許容最大軸力 161kN）を用い，

手締め程度の力（ボルト軸力 20kN導入程度）で締め付けた．

ボルトボックスの内部は，本来であればモルタルで充填する

が，載荷板に触れる部分のため，モルタル表面の不陸が試験

結果に影響しないよう充填はなしとした． 

継手位置は従来覆工の実験で曲げモーメントが最大とな

った 110°の位置と 90°ずれの 20°の位置とした． 

(2)載荷実験の概要 

実験装置には，図-7 に示すとおり，最大荷重 2,000kN の

油圧ジャッキ 17 台が 10°ピッチで反力壁に設置されている．

ジャッキからは，先端に設置された載荷板を介して供試体に

載荷できる．各ジャッキは荷重制御，変位制御，バネ化制御

での載荷が可能である． 

実験手順は次のとおりである．従来覆工の実験と同様に，まず予備載荷として全ジャッキ荷重制御で 40kN

まで載荷し，供試体に軸力を導入した．その後，本載荷として，天端からの緩み土圧を想定し，80，90，100°

位置のジャッキを 1～2mm/min の載荷速度で 5:8:5 の比で内空側へ段階的に強制変位させた．このとき載荷以

外のジャッキはバネ化制御とし，地山側への変形のみを一定のバネ定数で拘束することで地山を模擬した．な

お，バネ定数は約 400kN/mm（地山等級 DⅠ相当）とした．計測項目は，各ジャッキの反力，ストローク量，

供試体内外面のひずみ量，鉄筋のひずみ量，継手の上下面の目開き量等とした．また，各段階の載荷後に目視

で供試体表面のひび割れ状況等の観察・記録を行った． 

(3)実験結果 

a)荷重，変位，破壊状況 

従来覆工の実験を case1，今回の PCa 覆工の実験を case2

として結果を以下に示す．図-8 に荷重（載荷ジャッキの合

計値）と天端部の変位の関係を示す． 

最大荷重は，case1 が約 2,400kN に対し，case2 は第 1 ピー

クのものとすると約 2,550kN であり，case1 と同等以上の耐

荷力を示した．最大荷重時の変位は，従来覆工は約 35mm，

PCa 覆工は約 37mm であり，ほぼ同等の値を示した．最大荷

重に至るまでの過程では，両ケースとも最大荷重の 3 割以下

で天端内面，肩部外面の順に引張ひび割れが発生し，また，

両ケースでは同様の勾配で変位にほぼ比例して荷重が増加

した．荷重が増加すると case1 は天端外面，肩部内面の順に

圧縮破壊が生じ最大荷重に達した．case2 は，荷重が約 

2,300kN に達すると 110°継手付近の内面に圧縮破壊の兆候と見られるひび割れ，浮きが生じた．荷重が約

2,550kN（第 1 ピーク）に達すると左側肩部の 110°継手付近の内面が圧縮破壊して，荷重が低下した．さらに

天端部の変位を増加させると再び荷重が増加し，約 2,600kN（第 2 ピーク）に達した後，110°外面側のかぶり

コンクリートのはく離および主筋の座屈が生じるとともに，内面側のコンクリートにはく離が生じて，荷重が

低下した．載荷実験状況及び破壊状況を写真 4～7 に示す． 

図-8 荷重-変位関係 

図-7 載荷実験装置概要図 



     

   

     

   

b)ひずみ,軸力,曲げモーメント分布 

case1 の最大荷重時と case2 の各段階（第 1 ピーク，第 2 ピーク）のコンクリート，および主筋のひずみ分

布をそれぞれ図-9，10 に示す．また，コンクリートのひずみより算出した軸力と曲げモーメントの分布をそ

れぞれ図-11，12 に示す．なお，軸力 N と曲げモーメント M は，以下の式(1)～(5)で算出した． 
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ここに，𝜀   ：覆工内面の縁ひずみ 

𝜀௨௧ ：覆工外面の縁ひずみ 

𝐸    ：コンクリートのヤング係数 

𝐴   ：換算断面の断面積 

𝐼    ：換算断面の断面二次モーメント 

𝑡  ：覆工厚 
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ここに，𝑏    ：断面幅 

ℎ    ：覆工厚 

𝑛    ：ヤング係数比 

𝐴௦ଵ    ：外面側主筋の断面積 

𝐴௦ଶ    ：内面側主筋の断面積 

𝑑ଵ      ：図心から外面側主筋までの距離 

𝑑ଶ      ：図心から内面側主筋までの距離 

𝐸௦      ：鉄筋のヤング係数 

𝐸      ：コンクリートのヤング係数

なお，コンクリートと鉄筋のヤング係数は，それぞれ(1)a)

で示した表-1 および表-2 のもので一定とした．非線形領域

に達した断面での剛性の低下は考慮しておらず，そのような

断面では実際よりも大きく断面力が算出されることとなる．

破壊が生じた断面ではその差が大きいと考えられるため，ひ

ずみの上下限値は，それぞれ引張強度と圧縮強度到達時のひ

写真-4 載荷実験状況 写真-5 110°付近内面の破壊状況(第 1 ピーク後) 

写真-6 110°外面側の破壊状況(第 2 ピーク後) 写真-7 110°内面側の破壊状況(第 2 ピーク後) 

表-2 鉄筋物性値 

PCa 覆工（上半部） 

載荷装置 



ずみとして，実際との差の低減を図った． 

case1 の最大荷重時と case2 の第 1 ピークに着目すると，図-9 より，両ケースとも，天端外面，肩部内面に

-1,000μ 超の圧縮ひずみが，内外反対面に 1,000μ 超の引張ひずみが生じ，他の部分は-500μ 前後の圧縮ひずみ

が生じた．肩部内面を詳細に見ると，case1 では，両側でほぼ均等に-3,500μ前後の圧縮ひずみが生じたのに対

し，case2 では右側肩部が約-3,000μ，左側肩部が約-2,000μと左右差が生じ，継手がある左側肩部の方が小さい

値を示した．ここで，case2 の左右肩部の曲げモーメントを比較すると，図-12 より，左側肩部が約-190kNm，

右側肩部が約-260kNm であり，左側肩部の方が小さい値を示した．これらより，継手部分では，曲げモーメン

トが低下し，付近の曲げ圧縮ひずみが減少したことが考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

軸力については，図-11 より，case1 と case2 の第 1 ピークおよび第 2 ピークとで，同程度であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

c)継手の M-θ関係 

継手付近のひずみ計測と継手上下面の目開き量の計測について，概略図を図-13 に示す．それらの計測結果

を用い，継手の曲げモーメント M と回転角 θを以下の要領で求めた．継手の曲げモーメント M は，継手左側

（112.5°，22.5°）と継手右側（107.5°，17.5°）のひずみ計測の結果から，前節の式(1)～(5)により，曲げモー

メントをそれぞれ求め，それらを平均したものとした．継手の回転角 θは，継手の上下面に設置した目開き量
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図-10 鉄筋のひずみ分布（左：外面 右：内面） 

図-11 軸力分布              図-12 曲げモーメント分布 
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図-9 コンクリートのひずみ分布（左：外面 右：内面） 



の計測結果から，以下の式(6)～(8)により算定した． 
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ここに，𝜃     ：継手の回転角 

𝜃ଵ,𝜃ଵ ：継手部上面または下面の目開き量

から算定される回転角 

𝐺   ：目開き量 

𝑙   ：目開き量の計測点間の距離 

 

継手の曲げモーメント M と回転角 θを算出した結果を図-14 に示す．110°の継手については，約-4mrad，約

-12mrad で傾きに変化が生じた．約-4mrad までは，軸力導入および試験装置と供試体のなじみが進む過程であ

ったことが考えらえる．約-4～-12mrad の間は，概ね一定の傾きで曲げモーメントに比例して回転角が増加し

ており，回転バネの挙動を示していると考えられる．約-12mrad から傾きがしだいに緩み，第 1 ピークにかけ

て横ばいとなった．約-12mrad は上述した 110°付近内面で圧縮破壊の兆候が確認された段階であり，断面破壊

により，継手の挙動が変化したと考えられる．第 1 ピーク以降については，第 1 ピーク付近で躯体底面の変位

計が一部脱落したこと等から，計測値の信頼性が低下しているものと考えられ，参考程度に取り扱うのが妥当

と考えられる． 

20°の継手については，110°の継手と比較して第 1 ピークで曲げモーメントは約 1/3，回転角は約 1/10 であっ

た．20°付近は軸力の方が相対的に大きく，変形が抑えられたものと考えられる． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

d)ボルト軸力 

ボルト軸力の計測結果を図-15 に示す．ボルトにかかる軸

力の最大値は，予備載荷時のものを除くと，110°は約 15kN，

20°は初期値の約 20kN であり，110°と 20°のボルト軸力はと

もに初期値の 20kN 以下で推移した． 

20°の継手のボルト軸力は，載荷荷重の増加に伴って減少

し，載荷荷重約 1,000kN で 0 となった．コンクリートに作用

する軸力でコンクリートがひずみ，ボルトで締め付けていた

部分が緩んだものと考えられる． 

110°の継手のボルト軸力も載荷荷重の増加に伴って減少 図-15 ボルト軸力 

図-13 継手付近の計測の概略図 図-14 継手の M-θ関係 



したが，載荷荷重約 800kN で増加に転じた．110°付近はボルト部分が引張側となる曲げモーメントが 20°より

も大きく生じており，曲げモーメントによる力がボルトに加わったものと考えらえる．その後，第 1 ピークの

手前で再び減少し，第 1 ピーク後に 0 まで低下した.第 1 ピーク手前で内面側が圧縮破壊することで中立軸が

外面側に移り，ボルトに加わる曲げモーメントによる力が減少したものと考えられる． 

以上より，ボルトは M20（強度区分 10.9，許容最大軸力 161kN）としたが，今回の載荷条件では，構造安

定性に影響を及ぼすような部材ではないことが確認された． 

５．まとめ  

試験ヤードでの模擬覆工を用いた施工性の確認試験により，組立・運搬・設置に至る一連の施工をスムーズ

に行えることを確認した．また，運搬時には PCa 覆工部材の転倒やレールからの脱線もなく，安全に施工で

きることを確認した．ただし，本試験は小断面でのものであり，実大規模の断面でも上記同様に一連の施工が

可能であるか検証する必要がある． 

実大覆工の載荷実験により，3分割継手を有するPCa覆工は従来覆工と同等以上の構造全体の耐荷力を示し，

最大荷重までの過程では従来覆工から有意に劣る差異は確認されなかった．山岳トンネルにおける標準部の覆

工への適用の可能性を示したと考える．ただし，本結果は限られた条件下のものであり，現場適用時には，実

際の現場条件に合わせて検討する必要がある．また，PCa 覆工の実験の方が従来覆工よりも一軸圧縮強度と呼

び強度の比が高い条件であったため，実施工時に PCa 覆工の強度を今回の実験のものと同等以上になるよう

管理するか，数値解析等により，PCa 覆工の強度が低い条件での検討が必要である． 

山岳トンネル工事では，現場毎にトンネル線形，勾配，各種設備を設置するための箱抜き等の特徴が異なる

ため，覆工コンクリートのプレキャスト化の実現のためには，解決しなければならない課題が残されている．

しかしながら，生産性・品質・安全性の面から覆工コンクリートをプレキャスト化することのメリットは大き

い．それを前提とした設計・施工を検討することで，実現への課題は解決できると考えている． 

今後は 3 分割型 PCa 覆工における実大規模での組立・移動・設置実験による検証を行い，実現場に対応で

きるよう開発を進める予定である． 
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